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１.屋外広告物とは                            

 

 屋外広告物とは、常時又は一定の期間、継続して、屋外で公衆に表示されるものであって、

看板、立看板、はり紙及びはり札、並びに広告塔、広告板、建物その他の工作物等に掲出さ

れ、又は表示されたもの、これらに類するものをいいます。（※屋外広告物法に規定） 

 商業広告だけではなく、営利を目的としないものや自己用のものも屋外広告物に当たりま

す。また、文字や商標、マークだけではなくイメージを伝えるデザイン等も屋外広告物に当た

ります。 

 

○広告物の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○福島市屋外広告物条例について 

    

屋外広告物は、私たちの生活に必要な情報を伝えるための重要な情報源になります。 

  しかし、無秩序に放置されると、屋外広告物が氾濫して街の美観や自然の風致を損なってし

まうこともあります。 

   さらに、屋外広告物が適正に管理されないと、市民へ危害及ぼす可能性もあります。そうし

たことを防ぐために、福島市では、屋外広告物法に基づく福島市屋外広告物条例により、美観

風致を維持して公衆に対する危害を防止し、地域の優れた景観形成の寄与という観点から屋

外広告物の規制を行っていきます。 
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２．規制制度の概要について                  

（１） 特別規制地域等について 

原則として屋外広告物の表示、又は広告物を掲出する物件の設置が禁止される地域及

び場所になります。 

 

※道路及び鉄道から展望できない地域及び家屋連たん地区（隣接する家屋の敷地の間の距離がそれ

ぞれ 50 メートル以下で 30 戸以上の家おくが連たんする地域）は除く。 

   

（２）禁止広告物について（原則として表示・掲出が禁止されている広告物） 

① 著しく汚損、退色、塗料等の剥離、破損、老朽化したもの 

② 倒壊、落下のおそれがあるもの 

③ 交通信号機、道路標識等に類似したもの。 

④ 道路交通の安全を阻害するおそれがあるもの 

⑤ 地色に蛍光、発光、反射塗料を使用しているもの 

 

（３）禁止物件（原則として屋外広告物を表示・掲出が禁止されている工作物等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立・県立公園の特別地域（都市計画区域内）

都市公園の区域

高速自動車道及びその両側500mの指定区域.※

官公署、学校、病院等の公用・公共用建造物の敷地

古墳、墓地、神社の敷地

第一種特別規制地域等

区　　　　　　　　　　　　分

第二種特別規制地域等

具　体　的　地　域

第一種低層住居専用地域、風致地区

重要文化財である建造物、天然記念物の敷地

風致保安林、自然及び緑地環境保安地域

国立・県立公園の特別地域（都市計画区域外）

第二種低層居住専用地域

重要文化財である建造物、天然記念物の周囲300メートル以内

 
はり紙、はり札等、広告旗、立看板等 電力柱、電信電話柱、街路灯、アーケード柱

禁止の対象となる広告物 禁止の物件

5㎡以内の自己用広告物は（電光表示装置
を有しないもの）表示可能

15㎡以内の自己用広告物（電光表示装置を
有しないもの）は表示可能（第一種特別規制
地域は5㎡以内）

全ての広告物
（5㎡以下の管理用広告物（電光表示装置を有しないも
の）は表示可能）

石垣、擁壁

送電塔、送受信塔、照明塔、風力発電施設
煙突、ガスタンク、水道タンク、その他のタンク

橋梁、トンネル、高架構造物、分離帯、街路樹、路傍樹、
交通信号機、道路標識、防護柵、駒止め、防雪防砂施
設、パーキングメーター、消火栓、火災報知器、火の見や
ぐら、郵便ポスト、電話ボックス、路上変電塔、銅像、神
仏像、記念碑、景観重要建造物、景観重要樹木、視線誘
導標、カーブミラー

彩度の制限があります。 



5 

 

 （４）適用除外制度について 

 目的や用途などに応じて、必要な最小限度の大きさや色彩に関する基準を定め、「許可を受

けずに表示できるもの」及び「原則として禁止であるが、許可を受けて表示できるもの」を設けま

す。 

① 許可を受けずに表示できるもの 

 

 

 

 

基　　　準 第一種特別規制地域等 第二種特別規制地域等 普通規制地域等

表示事項

表示面積

（電光表示装置については、その内7.5㎡以下）

敷地内の建物の高さの3/2以内

（電光表示装置の上端の高さが敷地内の建物の高さ以下）

色　　　彩 彩度8以内

その他 電光表示装置を有しないこと

表示事項

表示面積

色　  　彩 彩度8以内

その他 電光表示装置を有しないこと

表示面積 1面が1㎡以下

色　　  彩 彩度8以内

表示面積 1面が2㎡以下

色　　彩 彩度8以内

自己用

表示事項 期間、氏名、住所

彩度12以内

1面が2㎡以下

1面が1㎡以下

寄贈者の氏名等、寄贈年月日、目的等

表示可能

5㎡以下

表示可能

表示可能

表示可能

電光表示装置を有しないこと

彩度12以内

当該施設等の外郭線内の面積の1/20以内かつ0.5㎡以下

（5㎡（庁舎に表示する場合は50㎡）を以上の場合は届出必要）

表示面積
表示不可

表示可能

彩度12以内

電光表示広告物等は、道路上に突出しないもの

彩度12以内

表示不可

表示面積の合計が5㎡以下

管理者の氏名等、連絡先又は管理のための注意事項

総量が15㎡以下

広告物の区分

法令による広告

選挙運動用広告

公益施設寄贈者名広告

公共広告

一時広告（冠婚葬祭等）（催物）

自動車・電車広告

非営利用広告
（表示期間が15日以内）

敷地内の建物の
高さの6/5以内高　 　　さ

蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は素材を使用しない。

蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は素材を使用しない。

はり紙・はり札1㎡以下
立看板１㎡以下

自己用広告

管理用広告

自己用
以　 外

公共目的
用広告

（道　　　標）

（案内図板等）

移動広告（人、動物等）
（他県の自動車等）

表示面積 総量が5㎡以下
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②原則として禁止であるが、許可を受けて表示できるもの 

 

３.普通規制地域等の許可基準                     

（１） 普通規制地域等について 

屋外広告物を表示、又は、広告物を掲出する物件を設置するには、原則として市長の

許可が必要となる地域です。 

 

基　　　準 第一種特別規制地域等

色　　　彩 彩度8以内

その他 電光表示装置を有しないこと

表示面積 1面が2㎡以下

色　　  彩 彩度8以内

表示面積 1面が5㎡以下

色　　彩 彩度8以内

自己用
以　 外

人数 5人以上

表示面積 1面12㎡以下1人2㎡以下

地上高 6m以下

色彩 彩度8以内

その他 電光表示装置を有しないこと

地域

表示面積

個数

面積

相互距離

色彩

その他

広告物の区分 第二種特別規制地域等

電光表示装置を有しないこと

指定道路及び道路の沿線

普通規制地域等の許可基準（黒色光沢不可）

電光表示装置を有しないこと

彩度12以内光沢黒不可

広告物相互間距離2ｍ以上

入口から50ｍ以内　　各2個以内
　　　　　に

150ｍ～250ｍ以内　　各4㎡以下

自己用広告

表示面積 総量が5㎡を超え15㎡以下
総量が15㎡を超え30㎡以下

高　 　　さ
敷地内の建物の
高さの6/5以内

彩度12以内

敷地内の建物の高さの3/2以内

（電光表示装置の上端の高さが敷地内の建物の高さ以下）

（電光表示装置については、その内15㎡以下）

電光表示広告物等は、道路上に突出しないもの

共同広告

電柱利用広告物

案内広告
（指定道路沿線）

表示不可

表示不可

5人以上

1面30㎡以下1人5㎡以下

13m以下

彩度12以内

自動車・電車広告
（県内の登録車両）

蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は素材を使用しない。

公共目的
用広告

（道標）
1面が2㎡以下

彩度12以内

（案内図板等）
1面が5㎡以下

彩度12以内

区　　　　　　　　　　　分 具　体　的　地　域

第一種普通規制地域等

第二種普通規制地域等

都市計画法の都市計画区域
（第一種・第二種低層住居専用地域及び商業地域・近
接商業地域を除く）

指定道路及びその両側1000mの区域

鉄道全線及びその両側1000mの区域

都市計画法の商業区域・近接商業地域
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（２）普通規制地域等の許可基準及び許可の期間 

普通規制地域における広告物の設置基準及び許可期間は以下の通りになります。 

 

許　可　基　　準 期　間 摘　　要

電力柱、電信電話柱、街路灯柱等(以下
「電柱等」という。)を利用して表示するも
の

１　縦の長さが1.8メートル以下であること。

２ 下端の高さが1.2メートル以 上で 、か
つ、地上高が4.5メートル以下であること。

３ 表示面積の2分の1を超えて彩度12を
超える色彩を使用しないこと。

１ 幅が0.5メートル以下で、かつ、縦の長
さが1.2メートル以下であること。

２ 下端の高さが4.5メートル以上(歩道上
では、2.5メートル以上)であること。

３ 原則として道路の中央側に向けて表示
しないこと。

４ 一面の表示面積の2分の1を超えて彩
度12を超える色彩を使用しないこと。

１ 高さが13メートル以下(第二種普通規
制地域等においては、20メートル以下)で
あること。

２　一面の表示面積が30平方メートル以下
(第一種普通規制地域等における電光表
示広告物等の電光表示装置にあっては、
15平方メートル以下)であること。

３ 道路用地の境界線から、建植広告板
の高さと同じ距離を離して設置すること(家
屋連たん地区及び都市計画法第八条第
一項第一号に規定する用途地域(以下「用
途地域」という。)に設置するもの又は自己
用として設置するものを除く。)。

４ 道路又は鉄道に対し垂直方向に並べ
て設置する場合、建植広告板及び建植広
告塔相互間の距離が3メートル以上である
こと。

支柱を土地に定着させて設置するもの

電柱等を利用して、巻き付けて表示する
もの

そで看板 ３年以内
電柱等を利用して、添架して表示するも
の

広告板
建植し、又は建物、工作物等を利用して
表示し、又は設置するもの及びこれらに
類するもので、柱状又は塔状以外のもの

広告物の種類

固
定
広
告
物
等

電柱等利用広告物

巻きたて看板 ３年以内

建植広告板 ３年以内
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許　可　基　　準 期　間 摘　　要

５ 道路又は鉄道に対し水平方向に並べ
て設置する場合、建植広告板及び建植広
告塔相互間の距離が50メートル以上(東北
新幹線又は高速自動車国道の接続地域
では、200メートル以上)であること(家屋連
たん地区及び用途地域に設置するもの又
は自己用として設置するものを除く。)。

６ 一面の表示面積の2分の1を超えて彩
度１２を超える色彩を使用しないこと。

７ 自己用として設置するものであること
(第一種普通規制地域等において電光表
示広告物等を設置しようとする場合に限
る)。

１ 第一種普通規制地域等においては、
一の壁面における表示面積の合計が50平
方メートル以下(電光表示広告物等の電光
表示装置にあっては、25平方メートル以
下)で、かつ、当該壁面の面積の二分の一
以下、第二種普通規制地域等においては
一の壁面における電光表示広告物等の電
光表示装置の表示面積の合計が50平方
メートル以下で、かつ、当該壁面の面積の
2分の1以下であること。

２ 広告板の外郭線が当該広告板を設置
する壁面からはみ出さないこと。

３ 表示面積の2分の1を超えて彩度12を
超える色彩を使用しないこと。

１ 表示面積が、第一種普通規制地域等
においては50平方メートル以下(電光表示
広告物等にあっては、電光表示装置の表
示面積が25平方メートル以下)、第二種普
通規制地域等における電光表示広告物等
の電光表示装置にあっては50平方メート
ル以下であること。

２ 壁面からの突き出し幅が2メートル以下
で、かつ、道路上には0.5メートル以上(歩
道がある場合は、1メートル以上)突き出さ
ないこと(電光表示広告物等にあっては、
道路上に突き出さないこと。)。

広告物の種類

建植広告板

壁面利用広告板 ３年以内
建物の外壁面を利用して設置し、又は外
壁面に表示するもの(壁面突出広告板で
あるものを除く。)

壁面突出広告板 ３年以内
建物の外壁面から突き出して設置するも
ので、当該壁面から垂直方向に向けた表
示面がないもの

３　地上から電光表示装置の上端までの
高さ壁面の高さを超えないこと（第一種普
通規制地域における電光表示広告物等に
限る。）
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許　可　基　　準 期　間 摘　　要

４ 下端の高さが4.5メートル以上(歩道上
では、2.5メートル以上)であること。

５ 一面の表示面積の2分の1を超えて彩
度12を超える色彩を使用しないこと。

１ 電光表示装置を有しないこと。(第一種
普通規制地域等に限る。)。

２ 高さが第一種普通規制地域等におい
ては10メートル以下、第二種普通規制地
域等においては20メートル以下で、かつ、
地上から設置面までの高さの2分の1以内
(第二種普通規制地域等においては、3分
の2以内)であること。

３ 広告板の外郭線が建物の壁面の上方
への延長面からはみ出さないこと。

４ 一面の表示面積の2分の1を超えて彩
度１２を超える色彩を使用しないこと。

１ 下端の高さが4.5メートル以上(歩道上
では、2.5メートル以上)であること。

２ 一面の表示面積が１平方メートル以下
であること。

３ 同一アーケード内においては、同種の
ものは同一の規格によること。

４ 一面の表示面積の2分の1を超えて彩
度12を超える色彩を使用しないこと。

建植し、又は建物、工作物等を利用して
設置するもので、柱状又は塔状のもの

アーケード利用広
告板

３年以内 アーケードを利用して設置するもの

車体外面
広告板

蛍光、発光又は反射を伴う塗料又は素材
を使用しないこと。

広告物の種類

屋上利用広告板

広告塔

３年以内 建物の屋上を利用して設置するもの

３年以内
自動車又は電車の外面を利用して設置
し、又は外面に表示するもの
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許　可　基　　準 期　間 摘　　要

１ 高さが13メートル以下(第二種普通規
制地域等においては、20メートル以下)で
あること。

２　一面の表示面積が30平方メートル以下
で、かつ、表示面積の合計が120平方メー
トル以下(電光表示広告物等にあっては、
一面の電光表示装置の表示面積15平方
メートル以下で、かつ、電光表示装置の表
示面積が60平方メートル以下)であること。

３ 道路用地の境界線から、建植広告塔
の高さと同じ距離を離して設置すること(家
屋連たん地区及び用途地域に設置するも
の 又 は 自己 用と して 設置 するもの を除
く。)。

４ 道路又は鉄道に対し垂直方向に並べ
て設置する場合、建植広告板及び建植広
告塔相互間の距離が3メートル以上である
こと。

５ 道路又は鉄道に対し水平方向に並べ
て設置する場合、建植広告板及び建植広
告塔相互間の距離が50メートル以上(東北
新幹線又は高速自動車国道の接続地域
では、200メートル以上)であること(家屋連
たん地区及び用途地域に設置するもの又
は自己用として設置するものを除く。)。

６ 一面の表示面積の２分の１を超えて彩
度１２を超える色彩を使用しないこと。

７ 自己用として設置するものであること
(第一種普通規制地域等において電光表
示広告物等を設置しようとする場合に限
る)。

１ 電光表示装置を有しないこと(第一種普
通規制地域等に限る。)。

２ 高さが第一種普通規制地域等におい
ては10メートル以下、第二種普通規制地
域等においては20メートル以下で、かつ、
地上から設置面までの高さの2分の1以内
(第二種普通規制地域等においては、3分
の2以内)であること。

３ 広告板の外郭線が建物の壁面の上方
への延長面からはみ出さないこと。

４ 一面の表示面積の２分の１を超えて彩
度１２を超える色彩を使用しないこと。

建植広告塔 ３年以内 支柱を土地に定着させて設置するもの

広告物の種類

屋上利用広告塔 ３年以内 建物の屋上を利用して設置するもの
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許　可　基　　準 期　間 摘　　要

１　電光表示装置を有しないこと。

２ 脚柱以外の部分の下端の高さ が4.5
メートル以上(歩道上では、2.5メートル以
上)であること。

３ 一面の表示面積の2分の1を超えて彩
度１２を超える色彩を使用しないこと。

アーチ広告塔 ３年以内
堅牢ろうな材料を使用して製作し、道路を
横断して建植するもの

広告物の種類

固
定
広
告
物

基　　準 期　間 摘　　要

建物その他の物件の壁面にはり付けて表
示する場合は、表示事項が同一のもので
あると異なるものであるとを問わず、連続し
て表示されたはり紙の表示面積の合計が
１平方メートル以下であること。

１月以内
ポスター又はちらしの類で、主として紙製
のもので、建物、掲示板等にはり付けて
表示するもの

１　表示面積が0.5平方メートル以下である
こと。

２　建物その他の物件の壁面に表示する
場合は、表示事項が同一のものであると
異なるものであるとを問わず、連続して表
示されたはり札等の表示面積の合計が１
平方メートル以下であること。

１　高さが3メートル以下であること。

２　表示面積が5平方メートル以下であるこ
と。

１　建物その他の物件の壁面を利用して
表示する場合は、幅が1.8メートル以下で、
かつ、長さが20メートル以下であること。

２　道路を横断する場合は、下端の高さが
4.5メートル以上(歩道上では、2.5メートル
以上)であること。

一面の表示面積が２平方メートル以下で
あること。

１月以内

容易に移動させることができる状態で立
て、又は容易に取り外すことができる状
態で取り付けられている広告の用に供す
る旗(これを支える台を含む。)

１　幅が1.5メートル以下で、かつ、縦の長
さが15メートル以下であること。

２　地上から気球の先端までの垂直距離
が45メートル以下であること。

簡
易
広
告
物

ベニヤ板、プラスチック板その他これらに
類するものに広告物をはり、容易に取り
はずせる状態で工作物等に取り付けて表
示するもの又はこれに類するもの

広告物の種類

はり紙

はり札等

立看板等

広告幕

３月以内

気球利用広告物 気球を利用して表示するもの

特
殊
広
告
物

１月以内

木枠に紙張り若しくは布張りをしたもの又
はベニヤ板、プラスチック板その他これら
に類するものに広告物をはり、容易に取
りはずせる状態で立て、若しくは工作物
等に立て掛けて表示するもの又はこれら
に類するもの(これらを支える台を含む。)

１月以内
布、ビニール等の幕状のもので、建物、
工作物等に両端を固定して表示するもの

１月以内

広告旗
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(３)許可申請手続きについて 

 

新規許可申請  （新たに広告物を表示・設置する場合） 

広告物を新たに表示・設置する場合（許可の適用除外広告物を除く。）は新規許可申請

が必要となります。 

※許可申請前に「事前相談」が必要となります。 

 

許可更新申請 （継続して広告物を表示・設置する場合） 

許可期間満了後も引き続き広告物を表示・設置する場合は、期間満了 1 か月前までに

許可更新申請が必要となります。 

また、更新許可申請時には、広告物の安全点検と点検結果の提出が義務付けられてい

ます。 

詳しくは 18 ページ以降の「５．屋外広告物の安全点検について」を参照ください。 

 

変更許可申請 （種類、形状等を変更する場合） 

許可を受けた後、広告物を追加する場合又は種類、場所、形状、意匠、寸法、構造等を

変更しようとする場合は、変更許可申請が必要です。なお、許可期間は現許可の期間満了

までです。 

※許可申請前に「事前相談」が必要となります。 

 

変更届 （申請者、管理者等に変更がある場合） 

申請者、管理者、工事の施行者である屋外広告業者の氏名、住所等に変更が生じた場

合は、速やかに変更届出をしてください。 

 

除却届 滅失届 （広告物を除却、滅失した場合） 

許可期間が満了し、継続許可を受けない場合は、広告物を除却する必要があります。 

広告物を滅失、除却した場合は、滅失・除却前後の写真を添えて提出してください。 

 

許可申請手数料の納入について 

許可申請（変更・更新を含む）にあたっては、申請書類と併せて手数料を納入してもらうよう

になります。手数料の金額については、「申請手数料について P15」を参考にしてください。 
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（４）屋外広告物の設置の際に手続きが必要となる他の関係法令等について 

 

① 建築基準法（担当：開発建築指導課 建築審査係） 

高さが 4ｍを超える広告物を掲出する工作物を設置する場合、工作物の確認申請が必要と

なります。 

○対象となる広告物の種類 

・建植広告板、建植広告塔 

・壁面突出広告板 

・屋上利用広告板 屋上利用広告塔 

 

② 地区計画（担当：開発建築指導課 開発審査係） 

地区計画区域内に工作物に該当する広告物を設置する場合には、「地区計画の届出」が

必要となります。 

 

③ 道路法（担当： 国道管理事務所 県北建設事務所 福島市建設部路政課） 

広告物を道路上にはみ出して掲出する場合、道路法に基づく道路の占用の許可が必要

となります。 

 

④ 農地転用（担当：福島市農業委員会） 

広告物を農地に設置するために、農地転用が必要な場合があります。 
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（５）許可申請の流れについて 

 

 地上から４メートルを超える広告物の管理者は、以下の資格が必要です。 

1. 屋外広告士 

2. １級建築士又は２級建築士 

3. 一般社団法人日本屋外広告業団体連合会及び公益財団法人日本サイン協会が開催する

点検技能講習の修了者 

4. 職業訓練指導員、広告美術仕上げ技能士、職業訓練修了者（広告美術科にかかるもの） 

※高さ4ｍを超える広告物に資格要件

※広告物の変更しようとする場合

変更届

期間満了

※引き続き設置する場合

更新許可申請

不要 除却届

許可書の受領 許可書等の交付

着工～竣工

許可証票の貼付

変更許可申請

※設置者又は管理者に変更があった場合

管理者の届け出

土地関係所有者 広告物設置の承諾

　関係法令行政機関
　　・建築基準法
　　・道路法
　その他の関係法令

他の法令の手続き

・許可申請書提出
・手数料の納付

申請内容の審査

関係機関等 設置者
市役所

都市計画課　景観係

屋外広告業者 設置計画作成

※市への業者登録が必要

事　前　相　談
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 (６)申請手数料について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照明なし 照明あり

1,000 1,500

1㎡超 ～ 3㎡以下 1,600 2,400

3㎡超 ～ 6㎡以下 2,300 3,450

6㎡超 ～ 10㎡以下 3,100 4,650

10㎡超 ～ 15㎡以下 4,200 6,300

15㎡超 ～ 20㎡以下 5,300 7,950

20㎡超 ～ 25㎡以下 6,400 9,600

25㎡超 ～ 30㎡以下 7,500 11,250

30㎡超 ～ 35㎡以下 8,600 12,900

35㎡超 ～ 40㎡以下 9,700 14,550

40㎡超 ～ 45㎡以下 10,800 16,200

45㎡超 ～ 50㎡以下 11,900 17,850

面積
許可手数料（円）

1㎡以下

広告物の種類

建植広告板

壁面利用広告板

壁面突出広告板

屋上利用広告板

アーケード利用広告版

建植広告塔

屋上利用広告塔

金額 摘要

250円
50枚未満
の端数は50

枚とする。

800円
10枚未満

の端数は

10枚とする

350円

450円

2,500円

巻き立て看板

袖看板

3,500円

気球利用広告物 1個

電柱 1枚又は1基 550円

アーチ広告物 1基

はり札等 10枚ごと

立看板等 1個

広告旗　広告幕 1個

はり紙 50枚ごと

広告物の種類 枚数又は規模
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４．屋外広告業者登録について                

（１）屋外広告業とは 

屋外広告物の広告主から屋外広告物の表示又は掲出物件の設置に関する工事を請け

負い、屋外で公衆に表示することを業として行う営業を言います。 

 

(2)屋外広告業者の登録と特例届出について 

 

① 屋外広告業者の登録について 

福島市内で屋外広告業を行う場合は、福島市へ屋外広告物業者登録が必要となります。 

 ■登録に必要な書類等について 

・申請書類（「屋外広告業者登録申請書」）  

・登録申請手数料として 11,000 円を納付していただくようになります。 

・その他必要な書類  

申請者が法人、個人等の場合により必要書類が異なります。 

必要書類 
申請者の区分 

法人 個人 未成年 

誓約書 ○ ○ ○ 

申請者略歴書 

申請者   ○ ○ 

法定代理人     ○ 

役員 ○     

業務主任者略歴書 ○ ○ ○ 

住民票抄本 

申請者   ○ ○ 

法定代理人     ○ 

役員 ○     

業務主任者 ○ ○ ○ 

登記事項証明書 ○     

業務主任者の資格を証する書類 ○ ○ ○ 
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② 特例届出について 

福島県の登録を受けた上で、福島市内で営業を行う場合には、特例届出が必要となりま

す。 

※特例届出制度について 

福島県と福島市のそれぞれに業者登録が必要ですが、申請者が、同一営業区域で二

重に登録する負担を軽減するために設けたものです。特例届出を設けることで、手数料の

免除や申請に必要な書類を簡略化し、登録手続きの負担軽減を図ります。 

 

■特例届出に必要な書類等について 

 ・特例屋外登録届出書 

・福島県の登録を受けたことを証する書類の写し 

・業務主任者の資格を証する書面 

 ※登録手数料はかかりません。 
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５．屋外広告物の安全点検について             

（１）安全点の対象となる広告物 

  安全点検の必要となる屋外広告物とは福島市屋外広告物条例第14条の3の規定に基づき

以下のようになります。 

 

①安全点検の対象となる屋外広告物 

   →地上から 4 メートルを超える高さの広告物 

 
 

 

②安全点検が不要な広告物 

① はり紙、はり札等、立看板、広告旗、広告幕 

② 気球利用広告物 

③ 自動車又は電車に表示する広告物 

④ 建物の外壁面に表示する広告物 

⑤ 法令の規定による広告物等 

⑥ 選挙運動のために使用する広告物等 

⑦ 公益上必要な施設等に寄贈者名等を表示する広告物等 

⑧ 国又は地方公共団体が公共的目的を持って表示する広告物等 
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（２） 安全点検の方法・時期・実施者 

 

① 安全点検の方法 

 

◆目視点検・・・目視による点検を行うもの。この場合、通常立入可能な場所からできる限

り対象物に近づき、実効性のある点検を行うものになります。 

 

◆標準点検・・・概ね６０センチメートルに近づいての目視、触診、打音その他により点検を

行うもの。この場合、外部だけでなく外装材を外して内部の点検も行うものになります。 

 

◆詳細点検・・・測定器等を用い広告物等を構成する部材について詳細な計測や検査を行

うもの。この場合、広告物等の種類に応じ必要な点検箇所について寸法等の測定及び強

度等の試験等を行うものになります。 

 

 

② 安全点検の時期 

 

点検周期 

表示・ 

新設・ 

変更時 

災害時等 

又は発生後 

設置年数 

３年目 ６年目 ９年目 
１０年超又は設置

時期が不明 

点検方法 標準点検 

目視点検 

※報告義務無 
目視点検 目視点検 標準点検 

３年以内ごとに

標準点検 

目視で安全性の判断ができない場合等は標準

点検又は詳細点検を実施 

上記点検では安全性の判断ができ

ない場合は、詳細点検を実施 

 

③ 安全点検の実施者 

 

 屋外広告物の安全点検にあたって、地上から４メートルを超える広告物については、屋外

広告士等、一定の知識を有する者に行わせなければなりません。 

 

1. 屋外広告士 

2. １級建築士又は２級建築士 

3. 一般社団法人日本屋外広告業団体連合会及び公益財団法人日本サイン協会が開催する

点検技能講習の修了者 
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 （３）安全点検の点検箇所及び点検項目 

 

 

 

〈点検項目〉 

・上部構造全体の傾斜、ぐらつき 

 

〈点検項目〉 

・基礎のクラック、支柱と根巻きとの

隙間、支柱ぐらつき 

 

〈点検項目〉 

・鉄骨のさび発生、塗装の老朽化 

 

 

 

 

〈点検項目〉 

・鉄骨接合部（溶接部・プレート）の腐

食、変形、隙間 

 

 

基礎部・上部構造 

支持部 
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〈点検項目〉 

・鉄骨接合部（ボルト、ナット、ビス）

のゆるみ、欠落 

 

 

 

 

〈点検項目〉 

・アンカーボルト・取付部プレートの

腐食 

 

〈点検項目〉 

・溶接部の劣化、コーキングの劣化

等 

 

〈点検項目〉 

・取付対象部（柱・壁・スラブ）・取付

部周辺の異常 

 

 

 

 

取付部 
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〈点検項目〉 

・表示面板・切り文字等の腐食、破

損、変形、ビス等の欠落 

 

〈点検項目〉 

・側板、表示面板押さえの腐食、破

損、ねじれ、変形、欠損 

 

〈点検項目〉 

・広告板底部の腐食、水抜き孔の詰

まり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広告板 
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〈点検項目〉 

・照明装置の不点灯、不発行 

 

〈点検項目〉 

・照明装置の取付部の破損、変形、

さび、漏水 

 

〈点検項目〉 

・周辺機器の劣化、破損 

 

 

 

 

 

〈点検項目〉 

・付属部材（※）の腐食、破損 

・避雷針の腐食、損傷 

 

 

照明装置 

その他 
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（４）安全点検報告書の作成及び保管 

 

屋外広告物の安全点検を実施した場合は，その結果を安全点報告書に記載し，当該屋外広

告物が除去されるまで関係者間で共有を図り、保管して下さい。 また，条例に基づく許可を受

けて設置している屋外広告物については，許可の更新時に，更新手続日の前３ヶ月以内に安全

点検を実施し，安全点検報告書を作成及び関係書類を添付して，更新の許可を申請しなければ

なりません 。 

 

（５）安全対策の実施 

 

 ①日常点検 

厳しい環境にさらされている屋外広告物は，突然異常が生じる場合があります。 

条例で定められた専門業者による定期点検も重要ですが， 広告物に異常が生じた場合に，所

有者や管理者がすぐに気づくことが事故を未然に防ぐことにつながります。 

そのためには，屋外広告物の状態を把握できるよう，日常的に点検することが大切です。 

 

②緊急措置 

第三者に危害を与えるおそれがある屋外広告物を発見した場合は早急に次のような危害防

止の措置を講じてください。 

 

〔危害防止の措置〕 

①立入禁止の処置を行う（カラーコーンを立てる，規制線を張るなど）。 

②見張りを立てる。 

③人通りの多い場所は警察に連絡しておく。 

④専門業者に連絡し修繕などの対応を行う。 
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 屋外広告物の手引き 

発行日 令和 3年 4月 

発行者 福島市 都市政策部 都市計画課 景観係 

お問い合わせ先 

 ０２４－５３５－１１１１（代表） 

 ０２４－５７３－４９７９（直通） 

  


